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原子炉施設保安規定の変更に関する事前連絡について 

 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は，弊社事業につきまして格

別のご理解とご協力を賜り，厚く御礼申し上げます。 

 さて，題記につきまして，下記のとおり安全協定第１０条第１項第１号の規定に基づ

く事前連絡を致します。 

敬 具 

 

 

記 

 

１．変更の概要 
 

（１）組織変更に伴う変更 
（２）原子力防災訓練における重大事故等対処設備の運用に伴う変更 
（３）工事担当変更に伴う変更 
（４）実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の改正に伴う変更 
（５）記載の適正化 

 

 
２．施行期日 
 

（１）この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

（２）組織変更に伴い変更する条文については、原子力規制委員会の認可を受けた日か

ら30日以内に施行することとし、それまでの間は従前の例による。 

 

 

 

 

以 上 



参考資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

伊方発電所原子炉施設保安規定の変更前・後の比較表 
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変更前 変更後 備考 

（保安に関する組織） 

第４条 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

（中略） 

 

図４（続き） 

 

（保安に関する組織） 

第４条 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

（中略） 

 

図４（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

以下，本条において

同様 
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変更前 変更後 備考 

 

（保安に関する職務） 

第５条 社長は，全社規程である「組織規程」により，発電所における保安活動に係る品質マネジメン

トシステムの構築および実施ならびにその有効性の継続的な改善を統括する。また，関係法令および

保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成が行われることを確実にするための取組みを統括する。 

 

（中略） 

 

９ 発電所長（以下「所長」という。）は，発電所における保安に関する業務を統括する｡ 

10 品質保証部長は，品質保証課長，保安管理課長，定検検査課長，人材育成課長および文書・システ

ム管理課長の所管する業務を統括する。 

11 品質保証課長は，発電所における保安に関する品質保証活動の総括業務を行う。 

12 保安管理課長は，発電所の保安管理に関する業務を行う。 

13 定検検査課長は，定期事業者検査に関する業務（発電課長が実施する業務を除く）を行う。 

14 人材育成課長は，保安教育の総括業務を行う。 

15 文書・システム管理課長は，発電所の文書の保存に関する業務を行う。 

16 総務広報部長は，施設防護課長の所管する業務を統括する。 

17 施設防護課長は，施設の出入管理に関する業務を行う。 

18 安全管理部長は，安全技術課長，放射線・化学管理課長，防災課長，工程管理課長および定検管理

課長の所管する業務を統括する。 

19 安全技術課長は，３号炉について重大事故に至るおそれがある事故または重大事故が発生した場合

（以下，「重大事故等発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備

に関する業務（発電課長が実施する業務を除く），３号炉について大規模損壊発生時における原子炉

施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務（発電課長が実施する業務を除く），１号炉

および２号炉について電源機能等喪失時の体制の整備ならびに非常時の措置に関する業務を行う。 

 

20 放射線・化学管理課長は，放射性固体・液体・気体廃棄物管理，放射線管理および化学管理に関す

る業務を行う。 

21 防災課長は，火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務，

３号炉について内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業

務および３号炉についてその他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の

整備に関する業務を行う。 

22 工程管理課長は，原子炉施設の保修，改造に関する業務のうち，作業工程管理に関する業務を行う。

23 定検管理課長は，施設定期検査（以下「定期検査」という。）の工程管理に関する業務を行う。 

 

 

（保安に関する職務） 

第５条 社長は，全社規程である「組織規程」により，発電所における保安活動に係る品質マネジメン

トシステムの構築および実施ならびにその有効性の継続的な改善を統括する。また，関係法令および

保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成が行われることを確実にするための取組みを統括する。 

 

（中略） 

 

９ 発電所長（以下「所長」という。）は，発電所における保安に関する業務を統括する｡ 

10 品質保証部長は，品質保証課長，保安管理課長，定検検査課長，人材育成課長および工程管理課長

の所管する業務を統括する。 

11 品質保証課長は，発電所における保安に関する品質保証活動の総括業務を行う。 

12 保安管理課長は，発電所の保安管理に関する業務を行う。 

13 定検検査課長は，定期事業者検査に関する業務を行う。 

14 人材育成課長は，保安教育の総括業務を行う。 

15 工程管理課長は，施設定期検査（以下「定期検査」という。）および原子炉施設の保修，改造作業

における工程管理に関する業務を行う。 

 

16 安全管理部長は，安全技術課長，放射線・化学管理課長，防災課長，訓練計画課長および施設防護

課長の所管する業務を統括する。 

17 安全技術課長は，３号炉について重大事故に至るおそれがある事故または重大事故が発生した場合

（以下，「重大事故等発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備

に関する業務（訓練計画課長および発電課長が実施する業務を除く），３号炉について大規模損壊発

生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務（訓練計画課長および発

電課長が実施する業務を除く），１号炉および２号炉について電源機能等喪失時の体制の整備に関す

る業務（訓練計画課長が実施する業務を除く），ならびに非常時の措置に関する業務を行う。 

18 放射線・化学管理課長は，放射性固体・液体・気体廃棄物管理，放射線管理および化学管理に関す

る業務を行う。 

19 防災課長は，火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務，

３号炉について内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業

務および３号炉についてその他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の

整備に関する業務を行う。 

20 訓練計画課長は，３号炉について重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う

体制の整備に関する業務，３号炉について大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動

を行う体制の整備に関する業務ならびに１号炉および２号炉について電源機能等喪失時の体制の整備

に関する業務のうち，教育および訓練の管理に関する業務を行う。 

21 施設防護課長は，施設の出入管理に関する業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

以下，本条において

同様 
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変更前 変更後 備考 

 

24 発電部長は，発電課長，原子燃料課長，１・２号系統管理課長および３号系統管理課長の所管する

業務を統括する。 

25  発電課長は，原子炉施設の運転に関する総括業務を行う。 

26  発電課当直長（以下「当直長」という。）は，原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。 

27 原子燃料課長は，炉心の管理および燃料の管理に関する業務を行う。 

28 １・２号系統管理課長は，１・２号炉の系統管理に関する業務（当直長が実施する業務を除く）を

行う。 

29 ３号系統管理課長は，３号炉の系統管理に関する業務（当直長が実施する業務を除く）を行う。 

30 保修部長は，保修統括課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長，計装計画課長

および設備改良工事課長の所管する業務を統括する。 

31 保修統括課長は，原子炉施設の保修，改造に関する総括業務を行う。 

32 機械計画第一課長は，原子炉施設のうち原子炉設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）および原子炉施設の運転基準に関する業務を行う。 

33 機械計画第二課長は，原子炉施設のうちタービン設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が

実施する業務を除く）を行う。 

34 電気計画課長は，原子炉施設のうち電気設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

35 計装計画課長は，原子炉施設のうち計装設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

36 設備改良工事課長は，原子炉施設のうち機械設備，電気設備および計装設備の改造に関する業務（工

程管理課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長および計装計画課長が実施する業

務を除く）を行う。   

37 土木建築部長は，土木建築課長および耐震工事課長の所管する業務を統括する。 

38 土木建築課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）を行う。 

39 耐震工事課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の耐震工事に関する業務（工程管理課長および

土木建築課長が実施する業務を除く）を行う。 

40 各課長（当直長を含む。）は，所掌業務にもとづき，火災発生時における原子炉施設の保全のため

の活動等，３号炉について内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉につい

てその他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉について重大事故等発生

時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉について大規模損壊発生時における原子炉施設

の保全のための活動等，１号炉および２号炉について電源機能喪失時における原子炉施設の保全のた

めの活動等，非常時の措置，保安教育ならびに記録および報告を行う。 

41 各課長は，課員を指示・指導し，所管する業務を遂行する。また，各課員は各課長の指示・指導に

従い業務を実施する。 

 

22 発電部長は，発電課長，原子燃料課長および系統管理課長の所管する業務を統括する。 

 

23  発電課長は，原子炉施設の運転に関する総括業務を行う。 

24  発電課当直長（以下「当直長」という。）は，原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。 

25 原子燃料課長は，炉心の管理および燃料の管理に関する業務を行う。 

26 系統管理課長は，原子炉施設の系統管理に関する業務（当直長が実施する業務を除く）を行う。 

 

 

27 保修部長は，保修統括課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長，計装計画課長

および設備改良工事課長の所管する業務を統括する。 

28 保修統括課長は，原子炉施設の保修，改造に関する総括業務を行う。 

29 機械計画第一課長は，原子炉施設のうち原子炉設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）および原子炉施設の運転基準に関する業務を行う。 

30 機械計画第二課長は，原子炉施設のうちタービン設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が

実施する業務を除く）を行う。 

31 電気計画課長は，原子炉施設のうち電気設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

32 計装計画課長は，原子炉施設のうち計装設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

33 設備改良工事課長は，原子炉施設のうち機械設備，電気設備および計装設備の改造に関する業務（工

程管理課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長および計装計画課長が実施する業

務を除く）を行う。   

34 土木建築部長は，土木建築課長および耐震工事課長の所管する業務を統括する。 

35 土木建築課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）を行う。 

36 耐震工事課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の耐震工事に関する業務（工程管理課長および

土木建築課長が実施する業務を除く）を行う。 

37 各課長（当直長を含む。）は，所掌業務にもとづき，火災発生時における原子炉施設の保全のため

の活動等，３号炉について内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉につい

てその他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉について重大事故等発生

時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉について大規模損壊発生時における原子炉施設

の保全のための活動等，１号炉および２号炉について電源機能喪失時における原子炉施設の保全のた

めの活動等，非常時の措置，保安教育ならびに記録および報告を行う。 

38 各課長は，課員を指示・指導し，所管する業務を遂行する。また，各課員は各課長の指示・指導に

従い業務を実施する。 

 

組織変更に伴う変更 

以下，本条において

同様 
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変更前 変更後 備考 

 

（伊方発電所安全運営委員会） 

第７条 発電所に伊方発電所安全運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。 

ただし，委員会で審議した事項またはあらかじめ運営委員会において定めた軽微な事項は，審議事項

に該当しない。 

 

（中略） 

 

４ 運営委員会は，委員長，原子炉主任技術者，電気主任技術者，ボイラー・タービン主任技術者，第

５条第10項から第39項（第26項を除く）に定める職位の者に加え，委員長が指名した者で構成する。 

 

 

（伊方発電所安全運営委員会） 

第７条 発電所に伊方発電所安全運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。 

ただし，委員会で審議した事項またはあらかじめ運営委員会において定めた軽微な事項は，審議事項

に該当しない。 

 

（中略） 

 

４ 運営委員会は，委員長，原子炉主任技術者，電気主任技術者，ボイラー・タービン主任技術者，第

５条第10項から第36項（第24項を除く）に定める職位の者に加え，委員長が指名した者で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 原子力本部長は，原子炉主任技術者および代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者であっ

て，(1)から(4)に掲げる期間が通算して３年以上ある特別管理者の中から選任する。 

(1) 原子炉施設の工事または保守管理に関する業務に従事した期間 

(2) 原子炉の運転に関する業務に従事した期間 

(3) 原子炉施設の設計に係る安全性の解析および評価に関する業務に従事した期間 

(4) 原子炉に使用する燃料体の設計または管理に関する業務に従事した期間 

２ 原子炉主任技術者は原子炉毎に選任する。 

３ 原子炉主任技術者は，第５条に定める保安に関する職務と兼務を行う場合は，品質保証部長，品質

保証課長，保安管理課長，人材育成課長，文書・システム管理課長，安全管理部長，安全技術課長ま

たは防災課長と兼務を行うことができる。 

４ 原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない

期間が長期にわたる場合は，第１項から第３項に基づき，あらためて原子炉主任技術者を選任する。

 

 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 原子力本部長は，原子炉主任技術者および代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者であっ

て，(1)から(4)に掲げる期間が通算して３年以上ある特別管理者の中から選任する。 

(1) 原子炉施設の工事または保守管理に関する業務に従事した期間 

(2) 原子炉の運転に関する業務に従事した期間 

(3) 原子炉施設の設計に係る安全性の解析および評価に関する業務に従事した期間 

(4) 原子炉に使用する燃料体の設計または管理に関する業務に従事した期間 

２ 原子炉主任技術者は原子炉毎に選任する。 

３ 原子炉主任技術者は，第５条に定める保安に関する職務と兼務を行う場合は，品質保証部長，品質

保証課長，保安管理課長，人材育成課長，安全管理部長，安全技術課長，防災課長または訓練計画課

長と兼務を行うことができる。 

４ 原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない

期間が長期にわたる場合は，第１項から第３項に基づき，あらためて原子炉主任技術者を選任する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，次の

職務を遂行する。 

 (1)  原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者（所長を含む。以下，本条にお

いて同じ。）へ指示する。 

 (2)  表９－１に定める事項について，所長の承認に先だち確認する。 

 (3) 表９－２に定める事項について，各課長からの報告内容等を確認する。 

 (4) 表９－３に示す記録の内容を確認する。 

 (5) 第133条第１項で定める事項について報告を受けた場合，原子力部長に報告する。 

 (6) その他原子炉施設の運転に関し保安の監督に必要な職務を行う。 

２ 原子炉主任技術者は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要

な職務を，誠実かつ最優先に行う。 

３ 原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

４ 原子炉主任技術者は，職務を遂行するにあたり必要に応じて関係する主任技術者と協議する。 

 

表９－１ 

条   文 内   容 

第12条（運転員等の確保） 第５項および第６項に定める体制の構築 

第17条の５ 重大事故等発生時の 

体制の整備 
第１項に定める計画の確認 

第17条の６ 大規模損壊発生時の 

体制の整備 
第１項に定める計画の確認 

第23条（制御棒の挿入限界） 制御棒の挿入限界 

第31条（軸方向中性子束出力偏差） 軸方向中性子束出力偏差の目標範囲および許容運転制限範囲 

第35条 １次冷却材の温度・圧力 

    および１次冷却材温度変 

    化率 

１次冷却材温度・圧力の制限範囲 

 

 

第71条（燃料取扱建屋空気浄化系） 照射済燃料の照射終了後の所定期間 

第92条（異常収束後の措置） 原子炉の再起動 

第96条（燃料の取替等） 燃料装荷実施計画 

第104条（管理区域の設定・解除） 

 

第５項に定める一時的な管理区域の設定・解除 

第７項に定める管理区域の設定・解除 

第130条（所員への保安教育） 所員への保安教育実施計画 

第131条  協力会社従業員への保安 

     教育 

協力会社従業員への保安教育実施計画 

 

 

（以下，省略） 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，次の

職務を遂行する。 

 (1)  原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者（所長を含む。以下，本条にお

いて同じ。）へ指示する。 

 (2)  表９－１に定める事項について，所長の承認に先だち確認する。 

 (3) 表９－２に定める事項について，各課長からの報告内容等を確認する。 

 (4) 表９－３に示す記録の内容を確認する。 

 (5) 第133条第１項で定める事項について報告を受けた場合，原子力部長に報告する。 

 (6) その他原子炉施設の運転に関し保安の監督に必要な職務を行う。 

２ 原子炉主任技術者は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要

な職務を，誠実かつ最優先に行う。 

３ 原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

４ 原子炉主任技術者は，職務を遂行するにあたり必要に応じて関係する主任技術者と協議する。 

 

表９－１ 

条   文 内   容 

第12条（運転員等の確保） 第５項，第６項，第７項および第８項に定める体制の構築 

第17条の５ 重大事故等発生時の 

体制の整備 
第１項に定める計画の確認 

第17条の６ 大規模損壊発生時の 

体制の整備 
第１項に定める計画の確認 

第23条（制御棒の挿入限界） 制御棒の挿入限界 

第31条（軸方向中性子束出力偏差） 軸方向中性子束出力偏差の目標範囲および許容運転制限範囲 

第35条 １次冷却材の温度・圧力 

    および１次冷却材温度変 

    化率 

１次冷却材温度・圧力の制限範囲 

 

 

第71条（燃料取扱建屋空気浄化系） 照射済燃料の照射終了後の所定期間 

第92条（異常収束後の措置） 原子炉の再起動 

第96条（燃料の取替等） 燃料装荷実施計画 

第104条（管理区域の設定・解除） 

 

第５項に定める一時的な管理区域の設定・解除 

第７項に定める管理区域の設定・解除 

第130条（所員への保安教育） 所員への保安教育実施計画 

第131条  協力会社従業員への保安 

     教育 

協力会社従業員への保安教育実施計画 

 

 

（以下，省略） 
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変更前 変更後 備考 

 

（運転員等の確保） 

第12条 発電課長は，原子炉の運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子炉の運転に必要な

知識を有する者とは，原子炉の運転に関する実務の研修をうけた者をいう。 

２ 発電課長は，原子炉の運転にあたって第１項で定める者の中から，１直あたり表12－１に定める人

数の者をそろえ，中央制御室あたり５直以上を編成した上で交代勤務を行わせる。なお，特別な事情

がある場合を除き，連続して24時間を超える勤務を行わせてはならない。また，表12－１に定める人

数のうち，１名は当直長とし，運転責任者として原子力規制委員会が定める基準に適合した者の中か

ら選任された者とする。 

３ 当直長は，第２項で定める者のうち，表12－２に定める人数の者を班長以上の者の中から常時中央

制御室に確保する。 

４ 各課長は，重大事故等の対応のための力量を有する者を確保する。また，安全技術課長は，重大事

故等対応を行う要員として，表12－３に定める人数の者を確保する。 

５ 発電課長および安全技術課長は，第17条の５第１項(2)の成立性の確認訓練において，その訓練に係

る者が，役割に応じた必要な力量（以下，本条において「力量」という。）を確保できていないと判

断した場合は，速やかに，表12－１（３号炉）および表12－３に定める人数の者を確保する体制から，

力量が確保できていないと判断された者を除外し，原子炉主任技術者の確認，所長の承認を得て体制

を構築する。 

 

 

 

６ 発電課長および安全技術課長は，第５項を受け，力量が確保できていないと判断された者について

は，教育訓練等により，力量が確保されていることを確認した後，原子炉主任技術者の確認，所長の

承認を得て，表12－１（３号炉）および表12－３に定める人数の者を確保する体制に復帰させる。 

 

 

 

７ 発電課長および安全技術課長は，表12－１（３号炉）および表12－３に定める人数の者に欠員が生

じた場合は，速やかに補充を行う。 

８ 所長は，表12－１（３号炉）および表12－３に定める人数の者の補充の見込みが立たない場合，原

子炉の運転中は，原子炉の安全を確保しつつ，速やかに原子炉停止の措置を実施する。原子炉の停止

中は，原子炉の停止状態を維持し，原子炉の安全を確保する。 

 

（以下，省略） 

 

（運転員等の確保） 

第12条 発電課長は，原子炉の運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子炉の運転に必要な

知識を有する者とは，原子炉の運転に関する実務の研修をうけた者をいう。 

２ 発電課長は，原子炉の運転にあたって第１項で定める者の中から，１直あたり表12－１に定める人

数の者をそろえ，中央制御室あたり５直以上を編成した上で交代勤務を行わせる。なお，特別な事情

がある場合を除き，連続して24時間を超える勤務を行わせてはならない。また，表12－１に定める人

数のうち，１名は当直長とし，運転責任者として原子力規制委員会が定める基準に適合した者の中か

ら選任された者とする。 

３ 当直長は，第２項で定める者のうち，表12－２に定める人数の者を班長以上の者の中から常時中央

制御室に確保する。 

４ 各課長は，重大事故等の対応のための力量を有する者を確保する。また，安全技術課長は，重大事

故等対応を行う要員として，表12－３に定める人数の者を確保する。 

５ 発電課長は，第17条の５第１項(2)の成立性の確認訓練において，その訓練に係る者が，役割に応じ

た必要な力量（以下，本条において「力量」という。）を確保できていないと判断した場合は，速や

かに，表12－１（３号炉）に定める人数の者を確保する体制から，力量が確保できていないと判断さ

れた者を除外し，原子炉主任技術者の確認，所長の承認を得て体制を構築する。 

６ 訓練計画課長は，第17条の５第１項(2)の成立性の確認訓練において，その訓練に係る者が，力量を

確保できていないと判断した場合は，速やかに，安全技術課長に報告する。安全技術課長は，表12－

３に定める人数の者を確保する体制から，力量が確保できていないと判断された者を除外し，原子炉

主任技術者の確認，所長の承認を得て体制を構築する。 

７ 発電課長は，第５項を受け，力量が確保できていないと判断された者については，教育訓練等によ

り，力量が確保されていることを確認した後，原子炉主任技術者の確認，所長の承認を得て，表12－

１（３号炉）に定める人数の者を確保する体制に復帰させる。 

８ 訓練計画課長は，第６項を受け，力量が確保できていないと判断された者については，教育訓練等

により，力量が確保されていることを確認した後，安全技術課長に報告する。安全技術課長は，原子

炉主任技術者の確認，所長の承認を得て，表12－３に定める人数の者を確保する体制に復帰させる。

９ 発電課長および安全技術課長は，表12－１（３号炉）および表12－３に定める人数の者に欠員が生

じた場合は，速やかに補充を行う。 

10 所長は，表12－１（３号炉）および表12－３に定める人数の者の補充の見込みが立たない場合，原

子炉の運転中は，原子炉の安全を確保しつつ，速やかに原子炉停止の措置を実施する。原子炉の停止

中は，原子炉の停止状態を維持し，原子炉の安全を確保する。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

以下，本条において

同様 
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変更前 変更後 備考 

 

（重大事故等発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の５ ３号炉について，安全技術課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための

活動を行う体制の整備として，次の事項を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）

を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，原子炉施設の運転に係る

計画を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。計画の策定にあたっては，添付３

に示す「重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員（以下「対策

要員」という。）の配置に関すること 

(2) 対策要員に対する教育および訓練を，以下のとおり実施すること 

(a) 力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上実施すること 

(b) 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことおよび有効性評価の前提条件を満足することを確認するための成立性の確認訓練（以下「成立

性の確認訓練」という。）を年１回以上実施すること 

(c) 成立性の確認訓練の結果を記録し，所長および原子炉主任技術者に報告すること 

(3) 重大事故の発生および拡大の防止に必要なアクセスルートの確保，復旧作業および支援等の原子

炉施設の保全のための活動，ならびに必要な資機材の配備に関すること 

(4) 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

(a) 炉心の著しい損傷を防止するための対策 

(b) 原子炉格納容器の破損を防止するための対策 

(c) 使用済燃料ピットに貯蔵する燃料体の損傷を防止するための対策 

(d) 原子炉停止時の燃料体の著しい損傷を防止するための対策 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長または発電課長に報告する。安全技術課長および発電課長は，第１項に定

める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

（以下，省略） 

 

（重大事故等発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の５ ３号炉について，安全技術課長および訓練計画課長は，重大事故等発生時における原子炉

施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の事項を含む計画（発電課長が定める計画に含

まれる事項を除く）を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，原子

炉施設の運転に係る計画を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。計画の策定に

あたっては，添付３に示す「重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準」に従って実施する。

(1) 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員（以下「対策

要員」という。）の配置に関すること 

(2) 対策要員に対する教育および訓練を，以下のとおり実施すること 

(a) 力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上実施すること 

(b) 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことおよび有効性評価の前提条件を満足することを確認するための成立性の確認訓練（以下「成立

性の確認訓練」という。）を年１回以上実施すること 

(c) 成立性の確認訓練の結果を記録し，所長および原子炉主任技術者に報告すること 

(3) 重大事故の発生および拡大の防止に必要なアクセスルートの確保，復旧作業および支援等の原子

炉施設の保全のための活動，ならびに必要な資機材の配備に関すること 

(4) 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

(a) 炉心の著しい損傷を防止するための対策 

(b) 原子炉格納容器の破損を防止するための対策 

(c) 使用済燃料ピットに貯蔵する燃料体の損傷を防止するための対策 

(d) 原子炉停止時の燃料体の著しい損傷を防止するための対策 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長，訓練計画課長または発電課長に報告する。安全技術課長，訓練計画課長

および発電課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 

 

（以下，省略） 

 

 

組織変更に伴う変更 

以下，本条において

同様 
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変更前 変更後 備考 

 

（大規模損壊発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の６ ３号炉について，安全技術課長は，大規模な自然災害または故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊が発生した場合（以下「大規模損壊発生時」

という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の事項を含む計画

（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の

承認を得る。発電課長は，原子炉施設の運転に係る計画を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，

所長の承認を得る。計画の策定にあたっては，添付３に示す「重大事故等および大規模損壊対応に

係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置に関す

ること 

(2) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する以下の教育および

訓練の実施に関すること 

(a) 力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上実施すること 

(b) 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことを確認するための訓練（以下「技術的能力の確認訓練」という。）を年１回以上実施すること

(c) (b)項の訓練の結果を記録し，所長および原子炉主任技術者に報告すること 

(3) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な資機材の配備に関

すること 

(4) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

(a) 大規模な火災が発生した場合における消火活動 

(b) 炉心の著しい損傷を緩和するための対策 

(c) 原子炉格納容器の破損を緩和するための対策 

(d) 使用済燃料ピットの水位を確保するための対策および燃料体の著しい損傷を緩和するための対

策 

(e) 放射性物質の放出を低減するための対策 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長または発電課長に報告する。安全技術課長および発電課長は，第１項に定

める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

（以下，省略） 

 

（大規模損壊発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の６ ３号炉について，安全技術課長および訓練計画課長は，大規模な自然災害または故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊が発生した場合（以下「大

規模損壊発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次

の事項を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を定め，原子炉主任技術者の確

認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，原子炉施設の運転に係る計画を定め，原子炉主任技術

者の確認を得て，所長の承認を得る。計画の策定にあたっては，添付３に示す「重大事故等および

大規模損壊対応に係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置に関す

ること 

(2) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する以下の教育および

訓練の実施に関すること 

(a) 力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上実施すること 

(b) 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことを確認するための訓練（以下「技術的能力の確認訓練」という。）を年１回以上実施すること

(c) (b)項の訓練の結果を記録し，所長および原子炉主任技術者に報告すること 

(3) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な資機材の配備に関

すること 

(4) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

(a) 大規模な火災が発生した場合における消火活動 

(b) 炉心の著しい損傷を緩和するための対策 

(c) 原子炉格納容器の破損を緩和するための対策 

(d) 使用済燃料ピットの水位を確保するための対策および燃料体の著しい損傷を緩和するための対

策 

(e) 放射性物質の放出を低減するための対策 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長，訓練計画課長または発電課長に報告する。安全技術課長，訓練計画課長

および発電課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 

 

（以下，省略） 

 

 

組織変更に伴う変更 

以下，本条において

同様 
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変更前 変更後 備考 

 

（電源機能等喪失時の体制の整備（１号炉および２号炉）） 

第17条の８ １号炉および２号炉について，安全技術課長は，津波によって交流電源を供給するすべて

の設備，海水を使用して原子炉施設を冷却するすべての設備および使用済燃料ピットを冷却するすべ

ての設備の機能が喪失した場合（以下「電源機能等喪失時」という。）における原子炉施設の保全の

ための活動を行う体制の整備として，次の事項に係る計画を策定し，所長の承認を得る。 

 (1)  電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置 

 (2) 電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する訓練 

(3) 電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な電源車※１， 

ポンプ※２，消火ホースおよびその他資機材の配備 

 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長に報告する。安全技術課長は，第１項に定める事項について定期的に評価

を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

※１：電源車とは，電源装置と電源装置用運搬車を組み合わせたものを含む。 

※２：ポンプとは，消防自動車に装備されているポンプを含む。 

 

 

 

（電源機能等喪失時の体制の整備（１号炉および２号炉）） 

第17条の８ １号炉および２号炉について，安全技術課長および訓練計画課長は，津波によって交流電

源を供給するすべての設備，海水を使用して原子炉施設を冷却するすべての設備および使用済燃料ピ

ットを冷却するすべての設備の機能が喪失した場合（以下「電源機能等喪失時」という。）における

原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の事項に係る計画を策定し，所長の承認

を得る。 

 (1)  電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置 

 (2) 電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する訓練 

(3) 電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な電源車※１， 

ポンプ※２，消火ホースおよびその他資機材の配備 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長または訓練計画課長に報告する。安全技術課長および訓練計画課長は，第

１項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。

 

※１：電源車とは，電源装置と電源装置用運搬車を組み合わせたものを含む。 

※２：ポンプとは，消防自動車に装備されているポンプを含む。 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

以下，本条において

同様 
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変更前 変更後 備考 

 

（運転上の制限の確認） 

第86条 各課長は，運転上の制限を満足していることを第３節第19条から第85条の２の第２項（以下，各

条において「この規定第２項」という。）で定める事項により確認する。 

２ この規定第２項で定める頻度および第３節第19条から第85条の２の第３項（以下，各条において 「こ

の規定第３項」という。）で定める要求される措置の頻度に関して，その確認の間隔は，表86に定める

範囲内で延長することができる※１※２。ただし，確認回数の低減を目的として，恒常的に延長してはな

らない。なお，定める頻度以上で実施することを妨げるものではない※１※２。 

３ 各課長は，この規定第２項で定める頻度による確認が実施できなかった場合は，運転上の制限を満足

していないと判断する。ただし，その発見時点から，速やかに当該事項の確認を実施し，運転上の制限

を満足していることを確認することができれば，この規定第３項で定める要求される措置を開始する必

要はない。 

４ 各課長は，運転上の制限が適用されるモ－ドになった時点から，この規定第２項で定める頻度

（期間）以内に運転上の制限を満足していることを確認するための事項を実施する。ただし，頻度

（期間）より，適用されるモ－ドの期間が短い場合は，当該確認を実施する必要はない。 

５ 各課長は，この規定第２項で定める事項を実施している期間，当該の運転上の制限を満足していない

とはみなさない。また，この確認事項の実施により関連する条文の運転上の制限を満足していない場合

も同様，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

６ 各課長は，この規定第２項で定める事項が実施され，かつ，その結果が運転上の制限を満足している

場合は，この規定第２項で定める事項が実施されていない期間，運転上の制限が満足していないとはみ

なさない。ただし，第87条で運転上の制限を満足していないと判断した場合を除く。 

７ 各課長は，この規定第２項で定める運転上の制限を満足していることの確認を実施する場合におい

て，確認事項が複数の条文で同一である場合，各条文に対応して複数回実施する必要はなく，１回の確

認により各条文の確認を実施したとみなすことができる。 

８ 各課長は，第17条の５または第17条の６にもとづく教育および訓練の実施にあたり，重大事故等対処

設備を移動して使用する場合は，教育および訓練中に重大事故等が発生した場合に適切に対処できるよ

う必要な措置を講じている期間，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

９ 各課長（当直長は除く）が第16条，第87条，第88条，この規定第２項およびこの規定第３項に 

もとづいて行う当直長への通知は，その時点での当直業務を担当している当直長への通知をいう。 

 

※１：第２節で定める頻度にも適用される。 

※２：第88条第３項で定める点検時の措置の実施時期にも適用される。 

 

（以下，省略） 

 

（運転上の制限の確認） 

第86条 各課長は，運転上の制限を満足していることを第３節第19条から第85条の２の第２項（以下，各

条において「この規定第２項」という。）で定める事項により確認する。 

２ この規定第２項で定める頻度および第３節第19条から第85条の２の第３項（以下，各条において 「こ

の規定第３項」という。）で定める要求される措置の頻度に関して，その確認の間隔は，表86に定める

範囲内で延長することができる※１※２。ただし，確認回数の低減を目的として，恒常的に延長してはな

らない。なお，定める頻度以上で実施することを妨げるものではない※１※２。 

３ 各課長は，この規定第２項で定める頻度による確認が実施できなかった場合は，運転上の制限を満足

していないと判断する。ただし，その発見時点から，速やかに当該事項の確認を実施し，運転上の制限

を満足していることを確認することができれば，この規定第３項で定める要求される措置を開始する必

要はない。 

４ 各課長は，運転上の制限が適用されるモ－ドになった時点から，この規定第２項で定める頻度

（期間）以内に運転上の制限を満足していることを確認するための事項を実施する。ただし，頻度

（期間）より，適用されるモ－ドの期間が短い場合は，当該確認を実施する必要はない。 

５ 各課長は，この規定第２項で定める事項を実施している期間，当該の運転上の制限を満足していない

とはみなさない。また，この確認事項の実施により関連する条文の運転上の制限を満足していない場合

も同様，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

６ 各課長は，この規定第２項で定める事項が実施され，かつ，その結果が運転上の制限を満足している

場合は，この規定第２項で定める事項が実施されていない期間，運転上の制限が満足していないとはみ

なさない。ただし，第87条で運転上の制限を満足していないと判断した場合を除く。 

７ 各課長は，この規定第２項で定める運転上の制限を満足していることの確認を実施する場合におい

て，確認事項が複数の条文で同一である場合，各条文に対応して複数回実施する必要はなく，１回の確

認により各条文の確認を実施したとみなすことができる。 

８ 各課長は，第17条の５，第17条の６または第124条にもとづく教育および訓練の実施にあたり，重大

事故等対処設備を移動して使用する場合は，教育および訓練中に重大事故等が発生した場合に適切に対

処できるよう必要な措置を講じている期間，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

９ 各課長（当直長は除く）が第16条，第87条，第88条，この規定第２項およびこの規定第３項に 

もとづいて行う当直長への通知は，その時点での当直業務を担当している当直長への通知をいう。 

 

※１：第２節で定める頻度にも適用される。 

※２：第 88 条第３項で定める点検時の措置の実施時期にも適用される。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力防災訓練に

おける重大事故等

対処設備の運用に

伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第99条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を施したう

えで，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

 (1)  濃縮廃液は，発電課長が固化装置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が固体廃棄物貯蔵

庫（以下「廃棄物庫」という。）に保管する。 

 (2)  強酸ドレン等は，１号炉および２号炉については放射線・化学管理課長，３号炉については発電課

長が固化装置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管する。 

 (3)  脱塩塔使用済樹脂は，発電課長が使用済樹脂貯蔵タンクに貯蔵する。１号炉および２号炉で発生し

た脱塩塔使用済樹脂をドラム缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装置（１号および２号

炉共用）またはセメント固化装置（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管

理課長が廃棄物庫に保管する｡ 

    ３号炉で発生した脱塩塔使用済樹脂をドラム缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装置

（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管する。 

 (4)  蒸気発生器取替えに伴い取り外した蒸気発生器等および原子炉容器上部ふた取替えに伴い取り外

した原子炉容器上部ふた等は，機械計画第一課長が汚染の広がりを防止する措置を講じたうえで，放

射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管する。 

      また，炉内構造物の取替えに伴い取り外した炉内構造物等は，設備改良工事課長が遮へい機能を有

した鋼製の保管容器に収納したうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管する。 

 

（以下，省略） 

 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第99条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を施したう

えで，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

 (1)  濃縮廃液は，発電課長が固化装置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が固体廃棄物貯蔵

庫（以下「廃棄物庫」という。）に保管する。 

 (2)  強酸ドレン等は，１号炉および２号炉については放射線・化学管理課長，３号炉については発電課

長が固化装置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管する。 

 (3)  脱塩塔使用済樹脂は，発電課長が使用済樹脂貯蔵タンクに貯蔵する。１号炉および２号炉で発生し

た脱塩塔使用済樹脂をドラム缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装置（１号および２号

炉共用）またはセメント固化装置（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管

理課長が廃棄物庫に保管する｡ 

    ３号炉で発生した脱塩塔使用済樹脂をドラム缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装置

（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管する。 

 (4)  蒸気発生器取替えに伴い取り外した蒸気発生器等および原子炉容器上部ふた取替えに伴い取り外

した原子炉容器上部ふた等は，機械計画第一課長または設備改良工事課長が汚染の広がりを防止する

措置を講じたうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管する。 

      また，炉内構造物の取替えに伴い取り外した炉内構造物等は，設備改良工事課長が遮へい機能を有

した鋼製の保管容器に収納したうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管する。 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事担当変更に伴

う変更 

（３号炉原子炉容

器上部ふた取替工

事における工事担

当変更に伴う変

更） 
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変更前 変更後 備考 

 

（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価および長期保守管理方針） 

第119条の３ 原子力部長は，重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する機器および構造

物※１ならびに３号炉の常設重大事故等対処設備に属する機器および構造物※１※２について，各号炉毎，

営業運転を開始した日以後30年を経過する日までに，また，営業運転を開始した日以後30年を経過した

日以降10年を超えない期間毎に，実施手順および実施体制を定め，これに基づき以下の事項を実施する。

(1) 経年劣化に関する技術的な評価 

(2) 前号に基づく長期保守管理方針の策定 

２ 原子力部長は，第11条の２に定める原子炉の運転期間を変更する場合その他前項(1)の評価を行うた 

めに設定した条件，評価方法を変更する場合は，前項(1)の評価の見直しを行い，その結果に基づき長 

期保守管理方針を変更する。 

３ １号炉および２号炉の長期保守管理方針は添付６に示すものとする。 

 

※１：動作する機能を有する機器および構造物に関し，原子炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確に把握

される箇所を除く 

※２：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第 43 条第２項に規

定される機器および構造物をいう。 

 

 

 

（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価および長期保守管理方針） 

第119条の３ 原子力部長は，重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する機器および構造

物※１ならびに３号炉の常設重大事故等対処設備に属する機器および構造物※１※２について，各号炉毎，

営業運転を開始した日以後30年を経過する日までに実施手順および実施体制を定め，これに基づき以下

の事項を実施する。 

(1) 経年劣化に関する技術的な評価 

(2) 前号に基づく長期保守管理方針の策定 

２ 原子力部長は，第11条の２に定める原子炉の運転期間を変更する場合その他前項(1)の評価を行うた 

めに設定した条件，評価方法を変更する場合は，前項(1)の評価の見直しを行い，その結果に基づき長 

期保守管理方針を変更する。 

３ １号炉および２号炉の長期保守管理方針は添付６に示すものとする。 

 

※１：動作する機能を有する機器および構造物に関し，原子炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確に把握

される箇所を除く。 

※２：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第 43 条第２項に規

定される機器および構造物をいう。 

 

 

 

 

 

実用発電用原子炉

の設置、運転等に

関する規則の改正

に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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変更前 変更後 備考 

（記  録） 

第132条 各課長は，表132-１に定める保安に関する記録のうち第１号および第２号については保存し，

その他の号については作成し，保存する。ただし，表132-１第39号，第40号，第41号，第42号，第48号

および第49号は，原子力部長が組織に作成させ，保存させる。なお，記録の作成にあたっては，適正に

作成し管理するよう，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

２ 各課長は，表132－２および表132－３に定める保安に関する記録を作成し，保存する。なお，記録の

作成にあたっては，適正に作成し管理するよう，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

３ 組織は，表132-４に定める保安に関する記録を作成し，保存する。なお，記録の作成にあたっては，

適正に作成し管理するよう，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

 

表132－１ 

記録（実用炉規則第67条にもとづく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

１．使用前検査の結果 検査の都度 同一事項に関する次

の検査の時までの期

間 

２．施設定期検査の結果 検査の都度 同一事項に関する次

の検査の時までの期

間 

３．発電用原子炉施設の巡視または点検の状況な

らびにその担当者の氏名 

 

 

 

毎日１回 

 

 

 

 

巡視または点検を実

施した施設または設

備を廃棄した後５年

が経過するまでの期

間 

４．保守管理の実施状況およびその担当者の氏名 

(1) 保全活動管理指標の監視結果およびその担

当者の氏名 

(2) 点検･補修等の結果およびその担当者の氏 

名 

(3) 点検・補修等の結果の確認・評価およびその

担当者の氏名 

(4) 点検・補修等の不適合管理，是正処置，予防

処置およびその担当者の氏名 

 

保守管理の実施の都度 

 

保守管理を実施した

発電用原子炉施設を

解体または廃棄した

後５年が経過するま

での期間 

５．保守管理に関する方針，保守管理の目標およ

び保守管理の実施に関する計画の評価の結果

およびその評価の担当者の氏名 

(1) 保全の有効性評価およびその担当者の氏名 

(2) 保守管理の有効性評価およびその担当者の

氏名 

 

 

評価の都度 

 

評価を実施した発電

用原子炉施設の保守

管理に関する方針，

保守管理の目標また

は保守管理の実施に

関する計画の改定ま

での期間 
 

（記  録） 

第132条 各課長は，表132-１に定める保安に関する記録のうち第１号および第２号については保存し，

その他の号については作成し，保存する。ただし，表132-１第40号，第41号，第42号，第43号，第49号

および第50号は，原子力部長が組織に作成させ，保存させる。なお，記録の作成にあたっては，適正に

作成し管理するよう，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

２ 各課長は，表132－２および表132－３に定める保安に関する記録を作成し，保存する。なお，記録の

作成にあたっては，適正に作成し管理するよう，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

３ 組織は，表132-４に定める保安に関する記録を作成し，保存する。なお，記録の作成にあたっては，

適正に作成し管理するよう，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

 

表132－１ 

記録（実用炉規則第67条にもとづく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

１．使用前検査の結果 検査の都度 同一事項に関する次

の検査の時までの期

間 

２．施設定期検査の結果 検査の都度 同一事項に関する次

の検査の時までの期

間 

３．発電用原子炉施設の巡視または点検の状況な

らびにその担当者の氏名 

 

 

 

毎日１回 

 

 

 

 

巡視または点検を実

施した施設または設

備を廃棄した後５年

が経過するまでの期

間 

４．保守管理の実施状況およびその担当者の氏名

(1) 保全活動管理指標の監視結果およびその担

当者の氏名 

(2) 点検･補修等の結果およびその担当者の氏 

名 

(3) 点検・補修等の結果の確認・評価およびその

担当者の氏名 

(4) 点検・補修等の不適合管理，是正処置，予防

処置およびその担当者の氏名 

 

保守管理の実施の都度 

 

保守管理を実施した

発電用原子炉施設を

解体または廃棄した

後５年が経過するま

での期間 

５．保守管理に関する方針，保守管理の目標およ

び保守管理の実施に関する計画の評価の結果

およびその評価の担当者の氏名 

(1) 保全の有効性評価およびその担当者の氏名

(2) 保守管理の有効性評価およびその担当者の

氏名 

 

 

評価の都度 

 

評価を実施した発電

用原子炉施設の保守

管理に関する方針，

保守管理の目標また

は保守管理の実施に

関する計画の改定ま

での期間 
 

 

 

記載の適正化 



 

- 15 - 

 

 

変更前 変更後 備考 

表132－１ つづき 

記録（実用炉規則第67条にもとづく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

６．熱出力 原子炉に燃料が装荷されて 

いる場合連続して 

 

10年間 

７．炉心の中性子束密度 10年間 

８．炉心の温度 10年間 

９．冷却材入口温度 モード１および２に 

おいて１時間ごと 

 

 

 

10年間 

10．冷却材出口温度 10年間 

11．冷却材圧力 10年間 

12．冷却材流量 10年間 

13．制御棒位置 １年間 

14．再結合装置内の温度（３号炉） 

(1) 静的触媒式水素再結合装置温度 

(2) イグナイタ温度 

運転中※２１時間ごと １年間 

15．発電用原子炉に使用している冷却材の純度および毎

日の補給量 

モード１および２に 

おいて毎日１回 

１年間 

 

16．発電用原子炉内における燃料体の配置 配置または配置替えの都度 取出後10年間

17．運転開始前の点検結果 開始の都度 １年間 

18．運転停止後の点検結果 停止の都度 １年間 

19．運転開始日時 その都度 １年間 

20．臨界到達日時 同上 １年間 

21．運転切替日時 同上 １年間 

22．緊急しゃ断日時 同上 １年間 

23．運転停止日時 同上 １年間 

24．警報装置から発せられた警報の内容※３ 同上 １年間 

25．運転責任者の氏名および運転員の氏名ならびにこれ

らの者の交代の日時および交代時の引継事項 

交代の都度 

 

 

１年間 

 

 

26．使用済燃料の貯蔵施設内における燃料体の配置 配置または配置替えの都度 ５年間 

27．使用済燃料の払出し時における放射能の量 払出しの都度 10年間 

28．燃料体の形状または性状に関する検査の結果 挿入前および取出後（装荷予定

のない場合を除く） 

取出後10年間

 

29．原子炉本体，使用済燃料の貯蔵施設，放射性廃棄物

の廃棄施設等の放射線遮蔽物の側壁における線量

当量率 

毎日運転中１回 

 

 

10年間 

 

 

30．放射性廃棄物の排気口または排気監視設備および排

水口または排水監視設備における放射性物質の１

日間および３月間についての平均濃度 

１日間の平均濃度にあっては 

毎日１回，３月間の平均濃度 

にあっては３月ごとに１回 

10年間 

 

 
 

 

（変更なし） 
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変更前 変更後 備考 

表132－１ つづき 

記録（実用炉規則第67条にもとづく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

31．管理区域内における外部放射線に係る１週間の線量

当量，空気中の放射性物質の１週間についての平均

濃度および放射性物質によって汚染された物の表

面の放射性物質の密度 

毎週１回 

 

 

 

10年間 

 

 

 

32．放射線業務従事者の４月１日を始期とする１年間の

線量，女子※４の放射線業務従事者の４月１日，７月

１日，10月１日および１月１日を始期とする各３月

間の線量ならびに本人の申出等により所長が妊娠

の事実を知ることとなった女子の放射線業務従事

者にあっては出産までの間毎月１日を始期とする

１月間の線量 

１年間の線量にあっては毎年 

度１回，３月間の線量にあっ 

ては３月ごとに１回，１月間 

の線量にあっては１月ごとに 

１回 

 

 

※５ 

 

 

 

 

 

 

33．４月１日を始期とする１年間の線量が２０ミリシー

ベルトを超えた放射線業務従事者の当該１年間を

含む原子力規制委員会が定める５年間の線量 

原子力規制委員会が定める５ 

年間において毎年度１回（左 

欄に掲げる当該１年間以降に 

限る） 

※５ 

 

 

 

34．放射線業務従事者が緊急作業に従事した期間の始期

及び終期並びに放射線業務従事者の当該期間の線

量 

その都度 ※５ 

35．放射線業務従事者が当該業務に就く日の属する年度

における当該日以前の放射線被ばくの経歴および

原子力規制委員会が定める５年間における当該年

度の前年度までの放射線被ばくの経歴 

その者が当該業務に 

就くとき 

 

 

 

※５ 

 

 

 

 

36．発電所の外において運搬した核燃料物質等の種類別

の数量，その運搬に使用した容器の種類ならびにそ

の運搬の日時および経 

路 

運搬の都度 

 

 

１年間 

 

 

37．廃棄施設に廃棄した放射性廃棄物の種類，当該放射

性廃棄物に含まれる放射性物質の数量，当該放射性

廃棄物を容器に封入し，または容器と一体的に固型

化した場合には当該容器の数量および比重ならび

にその廃棄の日，場所および方法 

その廃棄の都度 

 

 

 

 

※６ 

 

 

 

 

 

 

 

（変更なし） 
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変更前 変更後 備考 

表132－１ つづき 

記録（実用炉規則第67条にもとづく記録） 記録すべき場合※１ 保存期間 

38．放射性廃棄物を容器に封入し，または容器に固型化

した場合には，その方法 

封入または固型化の都度 

 

※６ 

 

39．放射性物質による汚染の広がりの防止および除去を

行った場合には，その状況および担当者の氏名 

広がりの防止および 

除去の都度 

 

１年間 

 

 

40．事故の発生および復旧の日時 

 

その都度 

 

※６ 

 

41．事故の状況および事故に際して採った処置 

 

同上 

 

※６ 

 

42．事故の原因 

 

同上 

 

※６ 

 

43．事故後の処置 

 

同上 

 

※６ 

 

44．風向および風速 連続して 10年間 

45．降雨量 同上 10年間 

46．大気温度 同上 10年間 

47．保安教育の実施計画 策定の都度 ３年間 

48．保安教育の実施日時，項目および受けた者の氏名 実施の都度 

 

３年間 

 

49．発電用原子炉施設における保安活動の実施の状況の

評価の結果 
評価の都度 ※６ 

50．発電用原子炉施設に対して実施した保安活動への最

新の技術的知見の反映状況の評価の結果 

※１：記録可能な状態において常に記録することを意味しており，点検，故障または消耗品の交換により記

録不能な期間を除く。 

※２：添付３「重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準」に定める判断基準により，イグナイタを

起動している期間 

※３：「警報装置から発せられた警報」とは，省令６２号第２１条第１項に規定する範囲の警報（１，２号

炉）ならびに実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則第４７条第１項および第２

項に規定する範囲の警報（３号炉）をいう。 

※４：妊娠不能と診断された者および妊娠の意思のない旨を所長に書面で申し出た者を除く。 

※５：その記録に係る者が放射線業務従事者でなくなった場合，またはその記録を保存している期間が５年

を超えた場合において，所長がその記録を原子力規制委員会の指定する機関に引き渡すまでの期間 

※６：廃止措置が終了し，その結果が原子力規制委員会規則で定める基準に適合していることについて，原

子力規制委員会の確認を受けるまでの期間 

 

 

（変更なし） 
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変更前 変更後 備考 

 

附  則（平成 25 年 7 月 1日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

２ 第 74 条の表 74－１について，非常用発電機の運用を開始するまでは，所要の電力供給が可能な場合，

他の号炉の非常用ディーゼル発電機または電源車（電源装置と電源装置用運搬車を組み合わせたものを

含む。）を非常用発電機とみなすことができる。 

 

 

（中略） 

 

 

附  則（平成 28 年８月３日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

 

 

 

附  則（平成 25 年 7 月 1日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

２ 第 74 条の表 74－１について，非常用発電機の運用を開始するまでは，所要の電力供給が可能な場合，

他の号炉の非常用ディーゼル発電機または電源車（電源装置と電源装置用運搬車を組み合わせたものを

含む。）を非常用発電機とみなすことができる。 

 

 

（中略） 

 

 

附  則（平成 28 年８月３日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

 

附  則（平成 年 月 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から10日以内に施行する。 

２ 第４条，第５条，第７条，第８条，第９条，第12条，第17条の５，第17条の６，第17条の８および添

付３については，平成 年 月 日から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 
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変更前 変更後 備考 

 

添付３ 重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 

（第１７条の５および第１７条の６関連） 

 

 

重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 

 

本「実施基準」は，重大事故に至るおそれがある事故もしくは重大事故が発生した場合または大規模な

自然災害もしくは故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊が

発生した場合に対処しうる体制を維持管理していくための実施内容について定める。 

また，重大事故等の発生および拡大の防止に必要な措置の運用手順等については，表－１から表－19 に

定める。なお，多様性拡張設備を使用した運用手順および運用手順の詳細な内容等については，社内規定

に定める。 

 

１ 重大事故等対策 

1.1 重大事故等対策のための計画の策定 

安全技術課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備とし

て，次の(1)から(7)を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を社内規定として策

定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，重大事故等発生時における

原子炉施設の保全のための活動のうち原子炉施設の運転に係る事項を行う体制の整備として，次の

(1)から(7)を含む計画を社内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。

 

（中略） 

 

 

添付３ 重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 

（第１７条の５および第１７条の６関連） 

 

 

重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 

 

本「実施基準」は，重大事故に至るおそれがある事故もしくは重大事故が発生した場合または大規模な

自然災害もしくは故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊が

発生した場合に対処しうる体制を維持管理していくための実施内容について定める。 

また，重大事故等の発生および拡大の防止に必要な措置の運用手順等については，表－１から表－19 に

定める。なお，多様性拡張設備を使用した運用手順および運用手順の詳細な内容等については，社内規定

に定める。 

 

１ 重大事故等対策 

1.1 重大事故等対策のための計画の策定 

安全技術課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備とし

て，次の(1)から(7)を含む計画（訓練計画課長および発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）

を社内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

訓練計画課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動のうち教育および訓練

の管理に係る事項として，次の(3)を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を社

内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

発電課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動のうち原子炉施設の運転に

係る事項を行う体制の整備として，次の(1)から(7)を含む計画を社内規定として策定し，原子炉主任

技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変

更 

以下，同様 
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変更前 変更後 備考 

 

(3) 教育訓練の実施 

 安全技術課長および発電課長は，発電所災害対策要員に対する教育および訓練について，以下の

とおり実施する。 

a. 基本とする教育訓練（力量の維持向上のための教育訓練） 

(a) 安全技術課長および発電課長は，役割に応じた必要な力量を維持している発電所災害対策要員と

なる者を必要数確保するために，表－１から表－19 に記載した対応手段を実施するために必要とす

る手順を教育訓練項目として定め，下記の事項を考慮して教育訓練の計画を作成し，適宜見直す。

ア 発電所災害対策要員に対し，各役割に応じて，重大事故等よりも厳しいプラント状態となっ

た場合でも対応できるよう，重大事故等の内容，基本的な対処方法等，知識ベースの理解向上

に資する教育訓練を年１回以上実施する。年１回の教育訓練では技能の習得が困難な教育訓練

項目については，年２回以上実施し，手順の習熟，力量の維持および向上を図る。 

イ 現場作業にあたっている発電所災害対策要員が，作業に習熟し必要な作業を確実に完了でき

るよう，運転員（中央制御室および現場）と連携して一連の活動を行う教育訓練を年１回以上

実施する。 

ウ 発電所災害対策要員に対し，重大事故等発生時のプラント状況の把握，的確な対応操作の選

択等，実施組織および支援組織の実効性等を総合的に確認するための教育訓練を年１回以上実

施する。 

エ 各課員等に対し，重大事故等の事故状況下において復旧を迅速に実施するために，普段から

保守点検活動を社員自らが行って部品交換等の実務経験を積むことなどにより，原子炉施設お

よび予備品について熟知させる。 

運転員は，通常時に実施する項目を定めた手順書に基づき，設備の巡視点検，定期点検およ

び運転に必要な操作を自ら行う。 

発電所災害対策要員は，各役割に応じて，原子力保安研修所にて設備の分解点検，調整，部

品交換の実習を自ら行い，技能および知識の向上を図る。また設備の点検においては，保守実

施方法をまとめた手順書に基づき，巡視点検，分解機器の状況確認，組立状況確認および試運

転の立会確認を行うとともに，作業手順書の内容確認および作業工程検討などの保守点検活動

を自ら行う。 

オ (a)ア項の教育訓練において，重大事故等発生時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するた

めに，重大事故等発生時の事象進展により高線量下になる場所を想定した事故時対応訓練，夜

間および降雨ならびに強風等の悪天候下等を想定した事故時対応訓練等，様々な状況を想定し

た教育訓練を実施する。 

カ 設備および事故時用の資機材等に関する情報ならびに社内規定が即時に利用できるよう，普

段から保守点検活動等を通じて準備し，それらの情報および社内規定を用いた教育訓練を行

う。 

 

 

(3) 教育訓練の実施 

 訓練計画課長および発電課長は，発電所災害対策要員に対する教育および訓練について，以下の

とおり実施する。 

a. 基本とする教育訓練（力量の維持向上のための教育訓練） 

(a) 訓練計画課長および発電課長は，役割に応じた必要な力量を維持している発電所災害対策要員と

なる者を必要数確保するために，表－１から表－19 に記載した対応手段を実施するために必要とす

る手順を教育訓練項目として定め，下記の事項を考慮して教育訓練の計画を作成し，適宜見直す。

ア 発電所災害対策要員に対し，各役割に応じて，重大事故等よりも厳しいプラント状態となっ

た場合でも対応できるよう，重大事故等の内容，基本的な対処方法等，知識ベースの理解向上

に資する教育訓練を年１回以上実施する。年１回の教育訓練では技能の習得が困難な教育訓練

項目については，年２回以上実施し，手順の習熟，力量の維持および向上を図る。 

イ 現場作業にあたっている発電所災害対策要員が，作業に習熟し必要な作業を確実に完了でき

るよう，運転員（中央制御室および現場）と連携して一連の活動を行う教育訓練を年１回以上

実施する。 

ウ 発電所災害対策要員に対し，重大事故等発生時のプラント状況の把握，的確な対応操作の選

択等，実施組織および支援組織の実効性等を総合的に確認するための教育訓練を年１回以上実

施する。 

エ 各課員等に対し，重大事故等の事故状況下において復旧を迅速に実施するために，普段から

保守点検活動を社員自らが行って部品交換等の実務経験を積むことなどにより，原子炉施設お

よび予備品について熟知させる。 

運転員は，通常時に実施する項目を定めた手順書に基づき，設備の巡視点検，定期点検およ

び運転に必要な操作を自ら行う。 

発電所災害対策要員は，各役割に応じて，原子力保安研修所にて設備の分解点検，調整，部

品交換の実習を自ら行い，技能および知識の向上を図る。また設備の点検においては，保守実

施方法をまとめた手順書に基づき，巡視点検，分解機器の状況確認，組立状況確認および試運

転の立会確認を行うとともに，作業手順書の内容確認および作業工程検討などの保守点検活動

を自ら行う。 

オ (a)ア項の教育訓練において，重大事故等発生時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するた

めに，重大事故等発生時の事象進展により高線量下になる場所を想定した事故時対応訓練，夜

間および降雨ならびに強風等の悪天候下等を想定した事故時対応訓練等，様々な状況を想定し

た教育訓練を実施する。 

カ 設備および事故時用の資機材等に関する情報ならびに社内規定が即時に利用できるよう，普

段から保守点検活動等を通じて準備し，それらの情報および社内規定を用いた教育訓練を行

う。 

 

 

 

組織変更に伴う変

更 

以下，同様 
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変更前 変更後 備考 

 

(b)各課長は，計画に基づき，教育訓練を実施する者を指名し，「基本とする教育訓練」（力量維持向

上のための教育訓練）を実施する。 

(c)各課長は，教育訓練を実施した者が，役割に応じた必要な力量を有していることを確認する。 

(d) 安全技術課長および発電課長は，役割に応じた必要な力量を有している者の中から，発電所災害

対策要員として宿直当番（運転員の場合は，当直）体制を構築する。 

(e)各課長は，役割に応じた必要な力量を有している者について，社内規定に定める頻度で「基本と

する教育訓練」を実施し，役割に応じた必要な力量を維持できていない場合は，以下の措置を実施

する。 

ア 教育訓練の計画に問題があると判断した場合，各課長は安全技術課長に結果を報告する。安

全技術課長は，教育訓練の計画のうち実施要領に関する事項の見直しを検討する。 

ただし，運転員が役割に応じた必要な力量を維持できていない場合は，発電課長が，教育訓

練の計画のうち実施要領に関する事項の見直しを検討する。 

イ 教育訓練の計画に問題はないと判断した場合，各課長は，当該者について役割に応じた必要

な力量を有していないことを確認し，安全技術課長に結果を報告する。安全技術課長は，教育

訓練の計画のうち要員育成に関する見直しを検討する。 

ただし，運転員が役割に応じた必要な力量を維持できていない場合は，発電課長が，教育訓

練の計画のうち要員育成に関する事項の見直しを検討する。 

b. 重大事故等の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足

することおよび有効性評価の前提条件を満足することを確認するための成立性の確認訓練（成

立性の確認訓練） 

安全技術課長および発電課長は，役割に応じた必要な力量を有している者について，下記の事項

を考慮して教育訓練の計画を作成し，適宜見直す。 

安全技術課長および発電課長は，計画に基づき，役割に応じた必要な力量を有している者に対し，

成立性の確認訓練を実施する。 

(a) 成立性の確認訓練を以下のア項，イ項に定める頻度，内容で計画的に実施する。 

ア 中央制御室主体の操作に係る成立性確認 

(ア) 中央制御室主体の操作に係る成立性確認（シミュレータによる成立性確認） 

中央操作主体，重要事故シーケンスの類似性および操作の類似性の観点から整理した以下

のⅠからⅦの重要事故シーケンスについて，運転員を対象に年１回以上実施する。 

Ⅰ ２次系からの除熱機能喪失 

Ⅱ 原子炉格納容器除熱機能喪失 

Ⅲ 原子炉停止機能喪失 

Ⅳ 非常用炉心冷却設備（ECCS）注水機能喪失 

Ⅴ 非常用炉心冷却設備（ECCS）再循環機能喪失 

Ⅵ 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

Ⅶ 格納容器バイパス（蒸気発生器伝熱管破損） 

 

(b)各課長は，計画に基づき，教育訓練を実施する者を指名し，「基本とする教育訓練」（力量維持向

上のための教育訓練）を実施する。 

(c)各課長は，教育訓練を実施した者が，役割に応じた必要な力量を有していることを確認する。 

(d) 安全技術課長および発電課長は，役割に応じた必要な力量を有している者の中から，発電所災害

対策要員として宿直当番（運転員の場合は，当直）体制を構築する。 

(e)各課長は，役割に応じた必要な力量を有している者について，社内規定に定める頻度で「基本と

する教育訓練」を実施し，役割に応じた必要な力量を維持できていない場合は，以下の措置を実施

する。 

ア 教育訓練の計画に問題があると判断した場合，各課長は訓練計画課長に結果を報告する。訓

練計画課長は，教育訓練の計画のうち実施要領に関する事項の見直しを検討する。 

ただし，運転員が役割に応じた必要な力量を維持できていない場合は，発電課長が，教育訓

練の計画のうち実施要領に関する事項の見直しを検討する。 

イ 教育訓練の計画に問題はないと判断した場合，各課長は，当該者について役割に応じた必要

な力量を有していないことを確認し，訓練計画課長に結果を報告する。訓練計画課長は，教育

訓練の計画のうち要員育成に関する見直しを検討する。 

ただし，運転員が役割に応じた必要な力量を維持できていない場合は，発電課長が，教育訓

練の計画のうち要員育成に関する事項の見直しを検討する。 

b. 重大事故等の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足

することおよび有効性評価の前提条件を満足することを確認するための成立性の確認訓練（成

立性の確認訓練） 

訓練計画課長および発電課長は，役割に応じた必要な力量を有している者について，下記の事項

を考慮して教育訓練の計画を作成し，適宜見直す。 

訓練計画課長および発電課長は，計画に基づき，役割に応じた必要な力量を有している者に対し，

成立性の確認訓練を実施する。 

(a) 成立性の確認訓練を以下のア項，イ項に定める頻度，内容で計画的に実施する。 

ア 中央制御室主体の操作に係る成立性確認 

(ア) 中央制御室主体の操作に係る成立性確認（シミュレータによる成立性確認） 

中央操作主体，重要事故シーケンスの類似性および操作の類似性の観点から整理した以下

のⅠからⅦの重要事故シーケンスについて，運転員を対象に年１回以上実施する。 

Ⅰ ２次系からの除熱機能喪失 

Ⅱ 原子炉格納容器除熱機能喪失 

Ⅲ 原子炉停止機能喪失 

Ⅳ 非常用炉心冷却設備（ECCS）注水機能喪失 

Ⅴ 非常用炉心冷却設備（ECCS）再循環機能喪失 

Ⅵ 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

Ⅶ 格納容器バイパス（蒸気発生器伝熱管破損） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変

更 

以下，同様 
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変更前 変更後 備考 

 

(イ) 成立性の確認の評価方法 

重要事故シーケンスの有効性評価上の解析条件のうち操作条件等を評価のポイントとし

て社内規定に定め，当直長の指示の下，適切な対応ができていることを以下のとおり評価

する。 

Ⅰ  重要事故シーケンスに応じた対応において，当直長からの指示に対して，運転員が適切

に対応し，報告することにより連携が図られていること 

Ⅱ 解析上の操作条件が満足されるように対応できること 

Ⅲ 手順書に従い確実な対応ができること 

イ 現場主体の操作に係る成立性確認 

(ア) 技術的能力の成立性確認 

現場主体で実施する表－20 の対応手段のうち，有効性評価の重要事故シーケンスに係る

対応手段について，発電所災害対策要員を対象に年１回以上実施する。 

(イ) 机上訓練による有効性評価の成立性確認 

現場主体，重要事故シーケンスの類似性および現場作業の類似性の観点から整理した以

下のⅠからⅥの重要事故シーケンスについて，発電所災害対策要員のうち保修対応要員を

対象にⅠからⅤを年１回以上実施する。また発電所災害対策要員のうち運転員を対象にⅥ

を年１回以上実施する。 

Ⅰ 全交流動力電源喪失（RCP シール LOCA が発生する場合） 

Ⅱ 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損） 

Ⅲ 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損） 

Ⅳ 使用済燃料ピット水の小規模な喪失 

Ⅴ 全交流動力電源喪失（運転停止中） 

Ⅵ 崩壊熱除去機能喪失 

(ウ) 現場訓練による有効性評価の成立性確認 

現場主体，重要事故シーケンスの類似性および現場作業の類似性の観点から整理した以

下のⅠおよびⅡの重要事故シーケンスについて，発電所災害対策要員で構成する班の中か

ら任意の班※を対象に年１回以上実施する。 

Ⅰ 全交流動力電源喪失（RCP シール LOCA が発生する場合） 

Ⅱ 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損） 

※  成立性の確認を行う班を構成する要員については，毎年特定の役割に偏らないように配

慮する。 

(エ) 成立性の確認の評価方法 

Ⅰ 技術的能力の成立性確認は，有効性評価の重要事故シーケンスに係る対応手段につい

て，役割に応じた対応が必要な要員数で想定時間内に実施するために必要とする手順に沿

った訓練結果をもとに，算出された訓練時間と表－20 に記載した対応手段ごとの想定時間

を比較し評価する。 

 

 

（変更なし） 
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変更前 変更後 備考 

 

Ⅱ 机上訓練による有効性評価の成立性確認は，有効性評価の重要事故シーケンスについ

て，必要な役割に応じて求められる現場作業等ができることの確認事項を社内規定に定

め，満足することを評価する。 

Ⅲ 現場訓練による有効性評価の成立性確認は，有効性評価の成立性担保のために必要な操

作が完了すべき時間であるホールドポイントを社内規定に定め，満足することを評価す

る。 

Ⅳ (ア)項および(ウ)項の成立性の確認は，多くの訓練項目に対して効果的に行うため，以

下の条件により実施する。 

なお，(ウ)項の成立性確認は(Ⅳ)項，(Ⅴ)項は適用しない。 

(Ⅰ) 実施にあたっては，原則，一連で実施することとするが，長時間を要する成立性の確

認については，分割して実施する。 

(Ⅱ) 弁の開閉操作，水中ポンプの海水への投入，機器の起動操作等により，原子炉施設の

系統や設備に悪影響を与えるもの，訓練により設備が損傷または劣化を促進するおそ

れのあるもの等については，模擬操作を実施する。 

(Ⅲ) 訓練用のモックアップがある場合は，（Ⅱ）項の模擬操作ではなく，モックアップを

使用した訓練を実施する。実施にあたっては，操作場所までの移動時間を考慮する。

(Ⅳ) 他の訓練の作業・操作待ちがある場合は，連携の訓練を確実に行ったのち，次工程の

作業・操作を実施する。 

(Ⅴ) 同じ作業の繰り返しを行う訓練については，一部の時間を測定し，その時間をもとに

訓練時間を算出する。 

(b) 成立性の確認結果を踏まえた措置 

成立性の確認訓練の結果，発電所災害対策要員となる者が，役割に応じた必要な力量を維持

していない場合は，以下の措置を実施する。 

ア 安全技術課長または発電課長は，当該者について役割に応じた必要な力量を有していないこ

とを確認し，同じ役割の者を代わりに宿直当番（当直）体制に入れる。 

 

 

イ 各課長は，当該者について「基本的な教育訓練」を実施し，力量の維持向上を行う。 

ウ 安全技術課長は，不適合として原因分析し，評価，改善等必要な措置を実施し，教育訓練の

計画の見直しを検討する。 

ただし，運転員が役割に応じた必要な力量を維持できていない場合は，発電課長が，不適合

として原因分析し，評価，改善等必要な措置を実施し，教育訓練の計画の見直しを検討する。

 

（中略） 

 

Ⅱ 机上訓練による有効性評価の成立性確認は，有効性評価の重要事故シーケンスについ

て，必要な役割に応じて求められる現場作業等ができることの確認事項を社内規定に定

め，満足することを評価する。 

Ⅲ 現場訓練による有効性評価の成立性確認は，有効性評価の成立性担保のために必要な操

作が完了すべき時間であるホールドポイントを社内規定に定め，満足することを評価す

る。 

Ⅳ (ア)項および(ウ)項の成立性の確認は，多くの訓練項目に対して効果的に行うため，以

下の条件により実施する。 

なお，(ウ)項の成立性確認は(Ⅳ)項，(Ⅴ)項は適用しない。 

(Ⅰ) 実施にあたっては，原則，一連で実施することとするが，長時間を要する成立性の確

認については，分割して実施する。 

(Ⅱ) 弁の開閉操作，水中ポンプの海水への投入，機器の起動操作等により，原子炉施設の

系統や設備に悪影響を与えるもの，訓練により設備が損傷または劣化を促進するおそ

れのあるもの等については，模擬操作を実施する。 

(Ⅲ) 訓練用のモックアップがある場合は，（Ⅱ）項の模擬操作ではなく，モックアップを

使用した訓練を実施する。実施にあたっては，操作場所までの移動時間を考慮する。

(Ⅳ) 他の訓練の作業・操作待ちがある場合は，連携の訓練を確実に行ったのち，次工程の

作業・操作を実施する。 

(Ⅴ) 同じ作業の繰り返しを行う訓練については，一部の時間を測定し，その時間をもとに

訓練時間を算出する。 

(b) 成立性の確認結果を踏まえた措置 

成立性の確認訓練の結果，発電所災害対策要員となる者が，役割に応じた必要な力量を維持

していない場合は，以下の措置を実施する。 

ア 訓練計画課長は，当該者について役割に応じた必要な力量を有していないことを確認し，安

全技術課長に報告する。安全技術課長は，同じ役割の者を代わりに宿直当番体制に入れる。 

イ 発電課長は，当該者について役割に応じた必要な力量を有していないことを確認し，同じ役

割の者を代わりに当直体制に入れる。 

ウ 各課長は，当該者について「基本的な教育訓練」を実施し，力量の維持向上を行う。 

エ 訓練計画課長は，不適合として原因分析し，評価，改善等必要な措置を実施し，教育訓練の

計画の見直しを検討する。 

ただし，運転員が役割に応じた必要な力量を維持できていない場合は，発電課長が，不適合

として原因分析し，評価，改善等必要な措置を実施し，教育訓練の計画の見直しを検討する。

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変

更 

以下，同様 
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変更前 変更後 備考 

 

２ 大規模な自然災害または故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応のための計画の

策定 

安全技術課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備とし

て，次の 2.1 項を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を社内規定として策定し，

原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，大規模損壊発生時における原子炉

施設の保全のための活動のうち原子炉施設の運転に係る事項を行う体制の整備として，次の 2.1 項を

含む計画を社内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

 

 

 

 

2.1 体制の整備，教育訓練の実施および資機材の配備 

安全技術課長および発電課長は，大規模損壊発生時の体制について，以下に示すとおり，組織が最

も有効に機能すると考えられる通常時の実務経験を踏まえた重大事故等時の対応体制で対応する。 

また，中央制御室の機能喪失，発電所災害対策要員の損耗および重大事故等対処で期待する重大事

故等対処設備が使用できない等の状況を想定した場合にも対処できるよう，体制の整備，充実を図る。

このため，大規模損壊発生時の体制は，重大事故等対処のための体制を基本とし，大規模損壊対応

のための体制を整備，拡充するために，必要な計画の策定ならびに発電所災害対策要員に対する教育

および訓練を付加して対応する。 

 

（中略） 

 

(2) 対応要員への教育訓練の実施 

各課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する教育お

よび訓練として，「添付３ 1.1(3)教育訓練の実施」に規定する重大事故等対策にて実施する教育訓

練に加え，過酷な状況下においても柔軟に対処できるよう大規模損壊発生時に対応する手順および

事故対応用の資機材の取り扱い等を習得するための教育訓練を実施する。また，通常の指揮命令系

統が機能しない場合を想定した原子力防災管理者および連絡責任者への個別の教育訓練を実施す

る。 

さらに，発電所災害対策要員の役割に応じて付与される力量に加え，流動性をもって柔軟に対応

できるような力量を確保していくことにより，期待する役割以外の役割についても対応できるよう

教育訓練の充実を図る。 

 

２ 大規模な自然災害または故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応のための計画の

策定 

安全技術課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備とし

て，次の 2.1 項を含む計画（訓練計画課長および発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を社

内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

訓練計画課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動のうち教育および訓練

の管理に係る事項として，次の 2.1 項を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を

社内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

発電課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動のうち原子炉施設の運転に

係る事項を行う体制の整備として，次の 2.1 項を含む計画を社内規定として策定し，原子炉主任技術

者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

2.1 体制の整備，教育訓練の実施および資機材の配備 

安全技術課長および発電課長は，大規模損壊発生時の体制について，以下に示すとおり，組織が最

も有効に機能すると考えられる通常時の実務経験を踏まえた重大事故等時の対応体制で対応する。 

また，中央制御室の機能喪失，発電所災害対策要員の損耗および重大事故等対処で期待する重大事

故等対処設備が使用できない等の状況を想定した場合にも対処できるよう，体制の整備，充実を図る。

このため，大規模損壊発生時の体制は，重大事故等対処のための体制を基本とし，大規模損壊対応

のための体制を整備，拡充するために，必要な計画の策定ならびに発電所災害対策要員に対する教育

および訓練を付加して対応する。 

 

（中略） 

 

(2) 対応要員への教育訓練の実施 

各課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する教育お

よび訓練として，「添付３ 1.1(3)教育訓練の実施」に規定する重大事故等対策にて実施する教育訓

練に加え，過酷な状況下においても柔軟に対処できるよう大規模損壊発生時に対応する手順および

事故対応用の資機材の取り扱い等を習得するための教育訓練を実施する。また，通常の指揮命令系

統が機能しない場合を想定した原子力防災管理者および連絡責任者への個別の教育訓練を実施す

る。 

さらに，発電所災害対策要員の役割に応じて付与される力量に加え，流動性をもって柔軟に対応

できるような力量を確保していくことにより，期待する役割以外の役割についても対応できるよう

教育訓練の充実を図る。 

 

 

 

 

組織変更に伴う変

更 

以下，同様 
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変更前 変更後 備考 

 

a. 基本とする教育訓練（力量の維持向上のための教育訓練） 

安全技術課長および発電課長は，力量の維持向上のための教育訓練の実施計画を作成する。安全

技術課長および発電課長は，発電所災害対策要員のうち全体指揮を行う全体指揮者および原子炉ご

との指揮を行う指揮者ならびに通報連絡を行う連絡責任者（以下(2)において「指揮者等」という。）

および緊急時対応要員に対し，大規模損壊発生時に対処するために必要な力量の維持向上を図るた

め，以下の教育訓練について，社内規定に基づき実施する。 

なお，力量の維持向上のために有効と判断される新たな知見等が確認された場合には，以下の内

容に限定せず，教育訓練を行う。 

(a) 安全技術課長は，緊急時対応要員のうちクレーン免許保有者に対する以下の教育訓練が，年

１回以上実施されていることを確認する。 

ア 中型ポンプ車のポンプユニット設置のためのラフタークレーン取扱い訓練 

(b) 安全技術課長および発電課長は，発電所災害対策本部の指揮者等を対象に，大規模損壊発生

時に通常の指揮命令系統が機能しない場合等の事態を想定した教育訓練を，年１回以上実施す

る。 

b. 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことを確認するための訓練（技術的能力の確認訓練） 

安全技術課長は，技術的能力を満足することを確認するための訓練の実施計画を作成し，原子炉

主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

安全技術課長は，指揮者等に対し，大規模損壊発生時に必要な措置を実施するために必要な技術

的能力を満足することを確認するための以下の訓練について，社内規定に基づき実施する。 

(a) 大規模損壊発生時のプラント状況の把握，情報収集，的確な対応操作の選択および指揮者等

との連携を含めた実効性等を確認するための総合的な訓練について，任意の指揮者等を対象※に

年１回以上実施する。 

※ 毎年特定の者に偏らないように配慮する。 

 

（以下，省略） 

 

a. 基本とする教育訓練（力量の維持向上のための教育訓練） 

訓練計画課長および発電課長は，力量の維持向上のための教育訓練の実施計画を作成する。訓練

計画課長および発電課長は，発電所災害対策要員のうち全体指揮を行う全体指揮者および原子炉ご

との指揮を行う指揮者ならびに通報連絡を行う連絡責任者（以下(2)において「指揮者等」という。）

および緊急時対応要員に対し，大規模損壊発生時に対処するために必要な力量の維持向上を図るた

め，以下の教育訓練について，社内規定に基づき実施する。 

なお，力量の維持向上のために有効と判断される新たな知見等が確認された場合には，以下の内

容に限定せず，教育訓練を行う。 

(a) 訓練計画課長は，緊急時対応要員のうちクレーン免許保有者に対する以下の教育訓練が，年

１回以上実施されていることを確認する。 

ア 中型ポンプ車のポンプユニット設置のためのラフタークレーン取扱い訓練 

(b) 訓練計画課長および発電課長は，発電所災害対策本部の指揮者等を対象に，大規模損壊発生

時に通常の指揮命令系統が機能しない場合等の事態を想定した教育訓練を，年１回以上実施す

る。 

b. 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことを確認するための訓練（技術的能力の確認訓練） 

訓練計画課長は，技術的能力を満足することを確認するための訓練の実施計画を作成し，原子炉

主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

訓練計画課長は，指揮者等に対し，大規模損壊発生時に必要な措置を実施するために必要な技術

的能力を満足することを確認するための以下の訓練について，社内規定に基づき実施する。 

(a) 大規模損壊発生時のプラント状況の把握，情報収集，的確な対応操作の選択および指揮者等

との連携を含めた実効性等を確認するための総合的な訓練について，任意の指揮者等を対象※に

年１回以上実施する。 

※ 毎年特定の者に偏らないように配慮する。 

 

（以下，省略） 

 

 

組織変更に伴う変

更 

以下，同様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


